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はじめに / 改定の経緯                        

 

平成３０年に国の機関及び地方公共団体の機関（以下「公務部門」という。）

における障害者雇用率制度の対象障がい者の不適切な計上が全国的に判明し

ましたが、このような事態は今後あってはならず、障がい者雇用を進める上で

は、法定雇用率の達成だけではなく、継続的に障がい者雇用を進めることが重

要となっています。 

また、障がい者雇用を進める上では、障がい者一人ひとりが、その障がいの

特性や個性に応じて能力を有効に発揮でき、同一の職場に長期に定着できる職

場環境を整えることが求められています。 

こうしたことから、令和元年６月に障害者の雇用の促進等に関する法律が改

正されるとともに、同年１２月１７日には厚生労働大臣から「障害者活躍推進

計画作成指針」が告示され、公務部門は、この指針に即して任命権者毎に「障

害者活躍推進計画」の策定が義務付けられました。 

本市においても令和２年３月に、令和２年度から６年度までの５年間を計画

期間とする本計画を策定し、法定雇用率の達成、障がいのある職員も障がいの

ない職員も共に働きやすい職場環境づくりを目指してきました。 

 今回、現計画期間の終了に伴い、現在の取り組み状況や職場環境を反映させ

た内容で推進計画を改定しました。 

障害のある職員の更なる活躍にむけた職場環境整備等を推進するとともに、

すべての職員が働きやすい職場づくりに向けて取り組んでいきます。 
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１ 障がい者雇用に関する現状と課題                        

 

越前市では、これまで障がいのある人の採用試験を継続して実施し、平成３０

年度からは対象者を拡大し、知的障がい者及び精神障がい者も受験を可能とし

ました。 

また、採用後の職場環境についても、面談等を通じて障がいの特性に応じて配

慮、改善等行い、障がい者雇用において積極的に取り組んできました。 

その結果、令和６年度においても法定雇用率２．８％を達成し、障がいのある

職員の長期の定着も進んでいます。 

一方、障がいのある職員の退職を見据え、採用活動も計画的、継続的に行って

いますが、令和７年度から除外率が一律１０％引き下げられるとともに、令和８

年７月に法定雇用率が３．０％となり、それ以降も新たな雇用率が設定されるこ

とも見込まれるため、採用予定人数の確保に苦慮することが予想されます。 

また、様々な障がいの特性がある中で、障がい者一人ひとりの能力や状況に応

じた職務の創出、適切な配置及び職場環境の整備が課題となっています。 

 

 

２ 目標                            

 

（１）採用に関する目標 

   

 法定雇用率 R6.6～ R8.7～ 

国 2.8％ 3.0％ 

都道府県 知事部局・その他

の機関 
2.8％ 3.0％ 

市町村 2.8％ 3.0％ 

教育委員会 

（都道府県・市町村） 
2.7％ 2.9％ 

 

   当該年６月１日時点の法定雇用率以上を達成します。 

    

 達成状況は、毎年度の「障害者任免状況通報書」により進捗管理し、公表します。 

                                

(参考)令和６年６月１日時点の障がい者の実雇用率 ※1） ２．８４％  
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 ※1）実雇用率＝障がい者である職員数＋障がい者である短時間労働職員数×0.5 ×100 

             職員数＋短時間労働職員数×0.5 

 

（２）定着に関する目標 

 

   不本意な離職者を極力生じさせないように努めます。 

 

  毎年度、定着状況を把握し、進捗管理します。 

 

（３）満足度・ワークエンゲージメント※２）に関する目標 

 

   アンケートを実施し、職場環境向上の推進に努めます。 

   

  毎年度、アンケートを実施し、実態を把握します。 

  

 ※２）ワークエンゲージメント（仕事への積極的関与の状態）とは、「仕事に誇りややりがい

を感じている」（熱意）、「仕事に熱心に取り組んでいる」（没頭）、「仕事から活力を得ていきい

きとしている」（活力）の３つが揃った状態として定義される。 

 

（４）キャリア形成に関する目標 

 

毎年度、障がいのある職員の担当する職務の拡大に努めます。 

 

  毎年度、面談記録をもとに把握し、進捗管理します。 

 

 

３ 計画の期間                           

 

令和７年４月１日から令和１２年３月３１日までの５年間 
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４ 取組の内容                          

 

１ 障がい者の活躍を推進するための体制整備 

 

（１）組織 

  ア 障害者雇用推進者の選任 

人事担当課長を選任し、計画的な障がい者雇用の促進及び障がいの特

性を踏まえた配置等に努めます。 

  

 イ 障がい者の雇用・活躍推進検討委員会の設置 

総務部長、各部局の人事担当課長及び人事担当課職員、障がいのあ

る職員が配属されている部署の職員等で構成する「障がい者の雇用・

活躍推進検討委員会」を引き続き設置し、計画の実施状況の確認、見直

しを行い、法定雇用率の達成や障がいのある職員が活躍できる職場環

境づくりに努めます。 

 

  ウ 人的サポート体制 

     障害者職業生活相談員の選任や障がいのある職員が配属されている

部署の職員を支援者とします。障がいのある職員が業務の指導や助言

を受け、日常的に相談しやすい体制を整備します。必要に応じて産業医

や外部の臨床心理士にも相談しながら、働きやすい職場環境の整備に

努めます。 

 

  エ 就労支援機関の活用 

     障がいのある職員の職場適応に課題がある場合に、福井労働局に設

置されている「職場適応支援者」に支援を求めます。職場適応支援者は、

職場に出向き、障がいのある職員に対する業務遂行力やコミュニケー

ション能力の向上を図る支援を行います。 

     

 

 

 

 

 

 

障がいのある職員 

支援者（職場の同僚・上司） 

業務内容や職業生活に

おける身近な相談 

障害者職業生活相談員 
職場内で解決しない

場合、相談 

判断が難しい場合、相談 

職場適応支援者 

必要に応じて連携 
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オ 職員アンケート等の実施 

障がいのある職員にアンケートを実施し、障がい者の雇用・活躍推

進に向けた取組に反映します。 

 

（２）人材 

ア 障害者職業生活相談員の選任 

障がいのある職員の相談、指導等にあたる障害者職業生活相談員を

選任します。相談員には、福井労働局が開催する障害者職業生活相談

員資格認定講習を受講させ、相談員の育成に努めます。 

 

イ 支援者 

     障がいのある職員が配属されている部署の職員（同僚、上司）を中心

に、当該職員を支援するための支援者を配置します。 

 

  ウ 職員向け研修の実施 

     障がい者の障害特性などの理解促進のため職員を対象とした研修を

実施します。 

 

２ 障がい者の活躍の基本となる職務の選定・創出 

 

（１）職務の選定・創出 

障がいのある職員の採用においては、面接等を通して障がいの特性や 

能力を把握し、本人の希望も踏まえ、業務内容の選定または創出し、配属

部署を決定します。 

また、新たな業務を創出するため、必要に応じ全庁を対象とした業務調

査を実施するとともに、所属長に対し、業務創出の依頼を行います。 

 

（２）採用後のマッチング 

所属長が適宜面談等を実施し、本人の希望や就労状況を適切に把握し 

ながら、障がいの特性や能力に応じた業務の適切なマッチングができて

いるか継続的に確認を行うとともに、希望に応じて多様な職務を経験で

きるような配置について検討します。 
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３ 障がい者の活躍を推進するための環境整備・人事管理 

 

（１）職務環境  

ア 環境整備 

障がいのある職員からの要望も踏まえ、就労支援機器（例えば音声

読み上げソフトや画面拡大ソフト等）の購入や人的配慮など、重要性

を検討して必要な措置を講じます。また、作業マニュアルのカスタマ

イズ化やチェックリストの作成など、作業手順の簡素化や見直しを図

ります。 

   

  イ 面談 

     年２回の定期的な面談や必要に応じて実施する随時面談、アンケー

トを通して、障がいのある職員の障がい特性や能力、希望等を踏まえつ

つ、働きやすい職場づくりのために必要な措置を講じます。 

 

（２）募集・採用 

  ア 募集・採用 

特定の障害に限定することなく引き続き広く公募を行い、継続して 

積極的な採用に努めます。採用試験の際には、受験者の希望を踏まえ

つつ必要な配慮を行い、筆談による対応や手話通訳者の配置など障が

いの特性に配慮した対応を行います。 

また、必要に応じて面接時に就労支援機関の職員の同席を可能とし、

専門的な意見を取り入れます。 

 

（３）その他 

ア 多様な働き方 

通院等において、年次有給休暇の利用促進を図るとともに、時差出勤

の活用など必要に応じて柔軟な配慮を行います。 

 

イ キャリア形成 

研修受講等においては、他職員と区別することなく同一の機会を設 

け、例えば聴覚障がい者については手話通訳者の配置やＵＤトーク等

を活用するなど、必要に応じた配慮を行います。 

面談等を通して本人の希望も踏まえつつ、業務の見直しを行いなが

ら、キャリア形成を促進します。 
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ウ 人事異動における配慮 

     所属長や人事担当部署との面談を通して、障がい者一人ひとりの障が

い特性や能力、希望等を把握し、人事異動において業務との適切なマッ

チングを図ります。 

     また、在職中に疾病・事故等により障がい者となった場合は、職務の

選定や職場環境の整備、障がいの特性に応じた人事異動など必要な配慮

を行います。 

 

エ 特別支援学校の職場実習受け入れ 

公務の職場での実習を通して、働く意欲の醸成を促進するとともに、

障がいのある生徒と市職員の相互理解を深めます。 

 

オ 障がい者の特性に応じた人事評価 

       人事評価等の面談を通じて、障がい者の特性に応じた評価を実施し人

材育成に努めます。 

 

５ 障害者優先調達推進法                      

 

国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進に関する法律第９条

第１項の規定に基づき、障がい者就労施設等からの物品等の調達の推進を図り

ます。 

障がい者就労施設等の提供可能な物品及び役務についての情報を組織全体で

共有し、可能な限り障がい者就労施設等への発注に努め、調達実績については、

毎年度終了後にホームページにより公表します。 


